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障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき
市町村等の21機関へ障害者採用計画の適正実施を勧告

    厚生労働省

      福島労働局

記

「障害者の雇用の促進等に関する法律」（4ページ参照）では、国及び地方公共団体（「以下公的機関という。）
に、法定雇用率以上の身体障害者、知的障害者、精神障害者の雇用を義務付けており、法定雇用率を達成して
いない公的機関は、障害者採用計画を作成しなければなりません。しかしながら、福島県内の各市町村等の機
関における障害者雇用率（法定雇用率※2.5％）は、2.07%（令和2年6月1日現在）にとどまっています。（※令和3
年3月1日から2.6％に改定）

その中でも、下記の21機関は、令和元年6月1日現在、公的機関に義務付けられている法定雇用率2.5%を達成
できなかったため、令和2年1月に１年間にわたる障害者採用計画を作成しましたが、計画終期（令和2年12月末）
現在、雇用状況に改善が見られず、この採用計画に基づく実施ができていません。

このため、障害者雇用促進法第39条第2項の規定に基づき、新たに作成、実施した計画（計画期間：令和3年1
月1日～令和3年12月31日）を適正に実施するよう、3月24日付けで福島労働局長名による適正実施勧告を行い
ました。

◎適正実施勧告の対象となる公的機関(21機関）

1桑折町、2国見町教育委員会、3公立藤田病院組合、4下郷町、5湯川村、6昭和村、7会津若松地方広域市町村

圏整備組合、8喜多方市、9西会津町、10北塩原村、11棚倉町、12須賀川市教育委員会、13鏡石町、14二本松市、

15相馬市、16新地町、17富岡町、18大熊町、19双葉町、20浪江町、21相馬方部衛生組合
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○令和元年6月1日

○令和2年1月1日

○令和2年6月1日現在

○令和2年12月31日

（※）適正実施勧告の発出基準 ○令和3年1月1日

次にいずれかの基準に該当する場合に行う。

（１年間 ）
○令和3年3月 （新雇用率2.6％達成を目指す）

○令和3年12月31日

採用計画の期間満了

地方公共団体等に対する雇用率達成指導の流れ

法定雇用率未達成
（法定雇用率　2.5％）

採用計画の作成・実施

採用計画の期間満了

適正実施勧告
（労働局長）

法定雇用率未達成
（法定雇用率　2.5％）

採用計画の作成・実施①計画終期における採用計画実施率50％未満で

あること。

②計画期間終期の実雇用率が、平成30年6月1日

現在における実雇用率を上回っていないこと。

－２－
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 ◎法定雇用率とは 

 民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、それぞれ以下の

割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならないこととされている。 

 雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者、知的障害者又は精神障害者（精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けている者に限る。）である 

 

                     一般の民間企業 …………………… ２．３％〔２．２％〕 

  ○ 民間企業 ……    （43.5人〔45.5人〕以上規模の企業） 

                     特殊法人等 ………………………… ２．６％〔２．５％〕 

                   労働者数38.5人〔40.0人〕以上規模の特殊法人、 

              独立行政法人、国立大学法人等 

 

  〇 国、地方公共団体 ………………………………………… ２．６％〔２．５％〕 

       （38.5人〔40.0人〕以上規模の機関） 

 

  ○ 都道府県等の教育委員会 ………………………………… ２．５％〔２．４％〕 

       （40.0人〔42.0〕以上規模の機関） 

 

※（ ）内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって１人以上の障害者を雇用しなければならない

こととなる企業等の規模である。 

※〔 〕内は、令和３年２月までの値である。 

 

【一般民間企業における雇用率設定基準】 

 

            身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者の数 

                      ＋ 失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数 

  障害者雇用率 ＝    

常用労働者数 ＋ 失業者数 

 

※ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率は、一般の民間企業の障害者雇用率を下回ら

ない率をもって定めることとされている。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、２人の身体障害者又は

知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が20時間以上30

時間未満の労働者）については、１人分として、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障

害者である短時間労働者については、0.5人分としてカウントされる。 

 

参考１ 



- 4 - 

 

 

 

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）（抄） 

 

 （対象障害者の雇用に関する事業主の責務） 

第三十七条 すべて事業主は、対象障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基づき、適当な雇用

の場を与える共同の責務を有するものであつて、進んで対象障害者の雇入れに努めなければな

らない。 

 

（雇用に関する国及び地方公共団体の義務） 

第三十八条 国及び地方公共団体の任命権者（委任を受けて任命権を行う者を除く。以下同じ。）

は、職員（当該機関（当該任命権者の委任を受けて任命権を行う者に係る機関を含む。以下同

じ。）に常時勤務する職員であつて、警察官、自衛官その他の政令で定める職員以外のものに

限る。以下同じ。）の採用について、当該機関に勤務する対象障害者である職員の数が、当該

機関の職員の総数に、第四十三条第二項に規定する障害者雇用率を下回らない率であつて政令

で定めるものを乗じて得た数（その数に一人未満の端数があるときは、その端数は、切り捨て

る。）未満である場合には、対象障害者である職員の数がその率を乗じて得た数以上となるよ

うにするため、政令で定めるところにより、対象障害者の採用に関する計画を作成しなければ

ならない。 

２～５ （略） 

 

（採用状況の通報等） 

第三十九条 国及び地方公共団体の任命権者は、政令で定めるところにより、前条第一項の計画

及びその実施状況を厚生労働大臣に通報しなければならない。 

２ 厚生労働大臣は、特に必要があると認めるときは、前条第一項の計画を作成した国及び地方

公共団体の任命権者に対して、その適正な実施に関し、勧告をすることができる。 

 

 

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（昭和35年政令第292号）（抄） 

 

（法第三十八条第一項の政令で定める率）  

第二条 法第三十八条第一項の政令で定める率は、百分の二・六とする。ただし、都道府県に置

かれる教育委員会その他厚生労働大臣の指定する教育委員会にあつては、百分の二・五とする。 

 

 

 

 

参考２ 
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○ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び身体障害者補助犬法施行令

の一部を改正する政令（平成 29 年政令第 175 号） 

 

  附則 

 

１ （略） 

 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（この項及び

附則第四項において「新障害者雇用促進法施行令」という。）第二条、第九条、第十条

の二第二項及び十八条の規定の適用については、当分の間、新障害者雇用促進法施行令

第二条中「百分の二・六」とあるのは「百分の二・五」と、同条ただし書中「百分の二・

五」とあるのは、「百分の二・四」と、新障害者雇用促進法施行令第九条中「百分の二・

三」とあるのは「百分の二・二」と、新障害者雇用促進法施行令第十条の二第二項中「百

分の二・六」とあるのは、「百分の二・五」と、新障害者雇用促進法施行令第十八条中

「百分の二・三」とあるのは「百分の二・二」とする。 

 

 ≪令和３年２月２８日で経過措置終了。令和３年３月１日より通常施行≫ 



１　県内市町村等の機関における障害者雇用状況（全体） 令和2年６月１日時点

２　障害者採用計画にかかる適正実施勧告対象機関における雇用状況

①実雇用率 ②不足数 ①実雇用率 ②不足数

1 1.20 1.0 83.5 1.0 0.00 2.0 111.5 0.0

2 0.00 1.0 61.5 0.0 0.00 1.0 54.0 0.0

3 1.60 2.0 249.5 4.0 2.00 1.0 249.5 5.0

4 0.00 1.0 78.0 0.0 0.00 1.0 75.0 0.0

5 0.00 1.0 42.5 0.0 0.00 1.0 43.5 0.0

6 0.00 1.0 48.0 0.0 0.00 1.0 50.0 0.0

7 0.00 1.0 42.0 0.0 0.00 1.0 48.0 0.0

8 1.51 4.0 464.0 7.0 1.52 4.0 460.0 7.0

9 0.56 1.5 88.5 0.5 0.55 1.5 90.5 0.5

10 0.00 1.0 44.5 0.0 0.00 1.0 56.5 0.0

11 1.05 1.0 95.0 1.0 1.16 1.0 86.0 1.0

12 0.30 7.0 336.5 1.0 0.60 6.0 331.5 2.0

13 1.28 1.0 156.5 2.0 0.00 2.0 118.5 0.0

14 2.02 2.0 445.0 9.0 2.10 2.0 618.5 13.0

15 1.14 3.0 263.0 3.0 1.14 3.0 263.0 3.0

16 0.00 2.0 119.0 0.0 0.00 3.0 122.0 0.0

17 0.63 2.0 159.0 1.0 0.64 2.0 157.0 1.0

18 0.00 3.0 147.5 0.0 0.00 3.0 143.0 0.0

19 1.15 1.0 87.0 1.0 1.16 1.0 86.0 1.0

20 0.53 3.0 189.0 1.0 0.52 3.0 194.0 1.0

21 0.71 2.0 140.5 1.0 0.77 2.0 130.0 1.0

注1

注2

注3
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市町村等の機関における障害者雇用状況（詳細）

年度

①法定雇用障害者数の

算定の基礎となる職員

数

②障害者の数 ③実雇用率
④法定雇用率達成機関

の数／機関数
⑤達成割合(%) ⑥不足数

02 21,998.0 455.5 2.07 32/77 41.6 86.5

71.0

前年度比 3,171.5 58.0 ▲ 0.04 ▲ 0.15 ▲ 7.0 15.5

元 18,826.5 397.5 2.11 36/74 48.6

№

元.6.1現在 ③法定雇用

障害者数の

算定の基礎

となる職員

数

④障害者の数

R2.12.31現在

「備考」欄の「特例認定」とは、地方公共団体の機関(A）及び当該機関Ａ機関と人的関係が緊密である等の機関（Ｂ）の申請に基づき、厚生

労働大臣の認定により、当該機関（Ｂ）に勤務する職員を当該機関（Ａ）に勤務する職員とみなす特例が適用されているものである。

「障害者の数」とは、身体障害者、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重度知的障害者に

ついては、法律上、1人を2人に相当するものとしてダブルカウントを行い、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である

短時間勤務職員については、法律上、1人を0.5人に相当するものとして0.5人カウントしている。

備考機関名

桑折町

国見町教育委員会

③法定雇用

障害者数の

算定の基礎

となる職員

数

④障害者の数
法定雇用率2.5% 法定雇用率2.5%

公立藤田病院組合

下郷町

湯川村

昭和村

「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率職員相当数を除いた職員数である。

会津若松地方広域市町村圏整備組合

喜多方市

西会津町

北塩原村

棚倉町

須賀川市教育委員会

大熊町

双葉町

浪江町

相馬方部衛生組合

鏡石町

二本松市

相馬市

新地町

富岡町

参考３


